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平成１９年２月７日（水）

四国地方整備局

～四国独自の課題について～

参考資料２
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Ⅰ．全国に先駆けて進む少子高齢化
【少子高齢化】
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全国に先駆けた高齢化の進展

全国と比較し、四国の人口減少は著しい。また、地域ブロック別から見ても四国
の人口は最も少なく、地域別の人口格差が

資料）国立社会保障・人口問題研究所「都道府県の将来推計人口」

・四国では、全国よりも10年早いペースで高齢化が進展している。
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全国よりも約１０年速いペースで進展全国よりも約１０年速いペースで進展
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将来人口の構成比の推移（全国と四国との比較）

全国と比較し、四国の人口減少は著しい。また、地域ブロック別から見ても四国
の人口は最も少なく、地域別の人口格差が

・推計では、四国の老年人口は、2030年に33％、年少人口は11％となり、今以
上の少子高齢化が進展することが予想されている。
・生産年齢人口は、現在の「３人に２人」から「２人に１人」へと推移。

資料：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」(平成14年1月) 

四国ブロック　2030年　人口構成比
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各市町村別の老年人口割合

・老年人口割合の特に高い地域は、主に内陸部に集中している。
・都市部－－特に県庁所在地周辺は、老年人口割合が比較的低い。

老年人口割合（2005年）
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耕作放棄地率メッシュ図

出典：2000年農林業センサスデータをもとに
3次（1km）メッシュ化し作成

左図の耕作放棄地の定義：「以前に耕作したことがあるが 、調
査期日前１年以上作物を栽培せず、しかも、この数年間に再び
耕作するはっきりした意思のない土地」

中山間地域や島しょ部での耕作放棄地は耕作条件が厳しいこ
とと、農業者の高齢化により、耕作が困難となったための放棄
地が多数を占めると考えられる。

注）総農家ベースであり、土地持ち非農家の耕作放
棄地は含まない。

出典：農林水産省「農林業センサス」をもとに作成

2005年は農林業センサス2005の概数値

耕作放棄地の推移

平年

過疎化による山村の荒廃：四国の耕作放棄地の推移

・四国ブロックでは、1995年以降、中山間地域や島しょ部における耕作放棄地率が増
加している。
・今後の人口減少、高齢化の進展などにより、都市縁辺部においては、都市的土地
利用の撤退、農村部においては、農業的土地利用の撤退を余儀なくされる場合が考
えられる。

0 .6 0 .6 0 .8

1.50 .3 0 .3

0 .4

0.8

0

0.5

1

1.5

2

2.5

1990 1995 2000 2005

万ｈａ 中山間農業地域 都市・平地農業地域



4

7

・２０００年時点では四国には約１万集落の農村集落があり、そのうち消滅集落（農家
数0）は3.9％、秘匿集落（農家数5戸未満）は11.7％存在している。
・これらの集落は、内陸部に多く分布している。

四国の山村：消滅集落等の状況

8

Ⅱ．自立する四国のための四県の連携
【中核都市がない四国】
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各地方ブロックにおける政令市・中核市の人口規模

・四国では、地方ブロックの核となる政令指定都市が存在しない。
・また、四国全体では３８市あるが、そのうち中核市は３市しか存在しない。

資料）平成17年国勢調査

注）東京都特別区部（848万人）は除く。新潟市は平成18年4月1日に政令指定都市に移行予定。

10

36
13

12
9

22

7

26
15
15

8

12

14
10

8
4
3
3
3

6
6
6
5
4
4
3
5
4

8

4
4
4
4
4
3

5
5
4
4
4

7
5
4

3
5

3
3

7
6

5
4

3
3

0 5 10 15 20 25 30 35 40

仙台市
新潟市
いわき市
郡山市
秋田市
青森市
横浜市
川崎市

さいたま市
千葉市
相模原市
船橋市
八王子市
宇都宮市
横須賀市
柏市
川越市
金沢市
富山市
名古屋市
浜松市
静岡市
豊田市
岐阜市
長野市
豊橋市
岡崎市
四日市市
大阪市
神戸市
京都市
堺市

東大阪市
姫路市
和歌山市
奈良市
高槻市
広島市
岡山市
倉敷市
福山市
下関市
松山市
高松市
高知市
福岡市
北九州市
熊本市
鹿児島市
大分市
長崎市
宮崎市
久留米市

政令市
中核市

（10万人）

東
北
圏

首
都
圏

北
陸
圏

中
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中
国
圏

九
州
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四
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【政令指定都市】
地方自治法第２５２条の１９（大都
市に関する特例）で「政令で指定
する人口５０万 以上の市」と規定さ
れており、大都市における行政運
営を効率的に行うために創設され
た制度で、一般市とは異なる取扱
いがなされている。

【中核市】
政令指定都市以外で規模や能力
などが比較的大きな都市について、
その事務権限を強化し、できる限
り住民の身近で行政を行うことが
できるようにした都市制度。
中核市の要件は、人口30万人以
上、人口50万人未満の市は、面
積100平方キロメートル以上。
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0 10 20 30 40 50 60 70

徳島新地方都市圏（徳島市）

南部新地方都市圏（阿南市）

三好新地方都市圏（三好市）

香川東部新地方都市圏（高松市）

香川西部新地方都市圏（丸亀市、坂出市）

松山新地方都市圏（松山市）

新居浜・西条新地方都市圏（新居浜市、西条市）

八幡浜・大洲新地方都市圏（八幡浜市、大洲市）

今治新地方都市圏（今治市）

宇和島新地方都市圏（宇和島市）

中央新地方都市圏（高知市）

幡多新地方都市圏（安芸市）

高幡新地方都市圏（須崎市）

安芸新地方都市圏（四万十市）

（万人）

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

中心都市
中心都市以外の市町村

新地方生活圏及びその中心都市における人口規模

・中心都市としては、県庁所在地4都市の人口集積が突出して大きくなっている。
・また、中心都市への一局集中型、中心都市以外への分散型など、人口集積から
は、生活圏域ごとに多様な都市構造が見られる。

資料）平成17年国勢調査
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四国の新地方生活圏域

・四国の地方生活圏域は、徳島県で３圏域、香川県で２圏域、愛媛県で５圏域、高
知県で４圏域、計１４圏域が設定されている。
・各圏域ごとに、拠点となる都市が１～２都市ある。

12

四国の地方生活圏域の都市機能

○○○○○○○四万十市幡多

○○○○○○須崎市高幡

○○○○○○○○○高知市中央

○○○○○安芸市安芸

高
知
県

○○○○○○○○○○宇和島宇和島

○○○○○○○大洲

○○○○○○○八幡浜
八幡浜・大洲

○○○○○○○○○○松山松山

○○○○○○○○今治今治

○○○○○○○○西条

○○○○○○○○新居浜
新居浜・西条

愛
媛
県

○○○○○○○○丸亀

○○○○○○坂出
香川西部

○○○○○○○○○○高松香川東部
香
川
県

○○○○○○○○三好市三好

○○○○○○○○○阿南市南部

○○○○○○○○○○徳島市徳島
徳
島
県

救急告示
病院

救急救命
センター

診療科目
16科目以上

簡易
裁判所登記所税務署

ハロー
ワーク保健所

商業

医療
公共
交通

公共的サービス
拠点
都市

新地方
生活圏

・地方生活圏域の拠点都市の主要な都市機能をみると、概ね充足している状況が
うかがえる。
・高知県の安芸、高幡、幡多地方生活圏域では、医療や交通、商業機能が不足し
ている状況がみられる。

※都市機能については、国土計画局資料「生活圏域の試行的設定に関する調査・報告書（H14.3）」に基づく
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Ⅱ．自立する四国のための四県の連携

14

地球温暖化防止活動施策の共同研究

③廃棄物処理システムの見直しについて

②廃棄物税に関する共同歩調の検討

①四国におけるリサイクル産業の振興

四国における循環型社会構築の検討

環境教育の合同事業

四国山の日推進事業・四国の森づくり連携促
進事業

環境・自然
保護

四国発・発掘へんろ
～遺跡でめぐる四国の埋蔵文化財講演会～

四国アイランドリーグ優秀選手表彰
文化・スポ
ーツ

「四国ブランド」形成基礎調査

四国ＳＬ復活・運行調査

国際観光の推進

グリーン・ツーリズムのメッカとしての四国
のＰＲ

四国観光シンポジウム開催

いやし・遍路の共同ＰＲ

観光・Ｐ
Ｒ・イメー
ジアップ

連携施策分 野

「四国はひとつ」４県連携施策

・四国４県の一体的で自立した発展を図るため、４県が連携して、様々な分野での広
域連携施策を進めている。

県有施設等の広域連携に関する検討連携総合

悪質商法被害防止広域ネットワーク消費者保護

四国４県連携海外商談会事業産業振興

看護師養成通信制受講の促進

高齢者虐待防止四国共同研究会
医療・福祉

四国４県による衛生環境研究所の連携防災・救急

連携施策分 野
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四国四県での連携した取組：四国アイランドリーグ

・野球の独立リーグ「四国アイランドリーグ」が２００５年に発足。四国各県をフランチャイズ
とする４チームによって、リーグ戦が開催されている。

香川オリーブガイナーズ

愛媛マンダリンパイレーツ

高知ファイティングドッグス

徳島インディゴソックス

資料）四国アイランドリーグ公式HP

16

四国霊場と遍路道の世界遺産登録申請

・四国独自の文化として歴史と伝統のあ
る四国霊場88箇所について、世界遺産
登録に向けて2006年１１月に４県の連携
により文化庁へ申請書提出

資料）四国新聞HP
資料）四国新聞
2006年12月17日掲載記事より
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2005年
総勢
12,382名

愛媛県
3,511名

香川県
3,335名

高知県
3,888名

四国外
2名
徳島県
1,646名

2006年
総勢
12,294名

徳島県
1,484名

高知県
3,387名

香川県
3,548名

愛媛県
3,875名

四国四県での連携した取組：８８クリーンウォーク四国

・２００３年から、四国四県で道路沿道等をボランティアで一斉清掃する「８８クリーンウォ
ーク」が行われている。２００６年は総勢12,294名が参加している。

資料）四国地方整備局HP

88クリーンウォーク県別参加者数

18

①旅客流動の９５％が県内流動
②四国４県相互の県間流動よりも
四国外との流動の方が大きい
（３％）

四国４県は、四国内より
四国外を向いている

香川県
６００，９８９
香川県
６００，９８９

徳島県
４１３，７６６
徳島県
４１３，７６６

高知県
４２４，６８７
高知県
４２４，６８７

愛媛県
７１５，８３２
愛媛県
７１５，８３２

１０，７３６

２２，７２１

５，０８４

１，９７９

１２，３６７

２，０５９

山陽方面
２５，４９９

山陽・阪神
以外
２７，０１０

阪神方面
１５，１４６

■四国の旅客流動■四国の旅客流動

資料：「旅客地域流動調査（国土交通省／H7～１２年度の平均）より作成

単位 ： 千人

１００．０２，２７７，８７３合計

３．０６７，６５５四国外流動

２．４５４，９４５四国内県間

９４．６２，１５５，２７３県内

割合
（％）

流動
（千人）

四国と他地域の交流・連携

・四国内の県間移動より多い四国外と旅客移動
四国内、及び四国と他地域の旅客流動における特徴としては、
１．旅客流動量の９５％が県内流動量で占められる
２．県外流動量は、四国内の県間流動よりも四国外との流動の方が大きい
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※調査単位は人／日のため、各流動数に365を乗じて年間の流動数を算出。
出典：国土交通省 第3回全国幹線旅客純流動調査（２０００年）

四国各県から四国地域外への旅客流動状況（全手段）

・四国地域における四国地域外への旅客流動をみると、高知県は大阪府、香川県は岡
山県、徳島県は兵庫県、愛媛県では広島県と最も結びつきが強い地域が各県で異なって
いる。

四国のブロック間流動の現状

20

四国における高速バス系統数の推移 方面別の高速バス輸送人員の推移

昭和63年 瀬戸中央自動車道供用

平成10年 神戸淡路鳴門自動車道供用

・昭和63年の瀬戸中央自動車道供用を契機に四国４県庁所在都市と首都圏等を結ぶ
長距離高速バスの運行が開始された。
・隣県などの県庁所在都市とを結ぶ都市間高速バスの運行は、平成９年以降大幅に増
加している。
・方面別の輸送人員では、京阪神方面が堅調に増加している。

高速バス利用の増加

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 （年度）
資料）国土交通省

（百人）

その他
京阪神

京阪神方面の輸送
人員は堅調な伸び

【長距離高速バス】
四国４県庁所在都市と首都圏等を
結ぶ高速バス

【都市間高速バス】
四国内の都市と、隣県（四国内、
近畿圏、中国圏）などの県庁所在
都市とを結ぶ高速バス



11

21

道路整備による四国内の交流促進

・寒風山道路の整備により、高知市（中央地方生活圏）
～西条市（新居浜・西条地区地方生活圏）の所要時間
は約40 分の短縮が図られた。
・このため、交通量が大幅に増加するなど、両地域間
の交流が高まっている。
・特に、高知県大川村からの五日市（西条市）への出典
等県境を越えた連携の取り組みが進められている。

出典：四国地方整備局HP http://www.skr.mlit.go.jp/road/ir/sir/value/vtable/ichiran15.html#zigohyouka

五日市（西条市イベント）における高知県大川村産品店のにぎわいの状況

22

四国の観光動向（外国人来訪者数）

・四国4県の訪日外国人数に対する訪問率は、全国平均4.2％を大きく下回る。
・日本への訪日外国人数は増加しているが、四国の訪日外国人数は、H5年
106千人からH15年63千人 と（全国に対する四国の比率H5年3％→H15年
1％）と減少傾向である。

訪日外国人数に対する訪問率
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38位 香川県 0.4％
40位 愛媛県 0.3％
徳島県 0.3％

45位 高知県 0.2％

訪日外国人数に対する訪問率 日本と四国の外国人来訪者数の推移

106

53
63

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H５ H６ H７ H８ H９ H１０ H１１ H１２ H１３H１４H１５

全国（千人）

0

20

40

60

80

100

120
四国計（千人）

訪日外国人数

四国計

しまなみ海道開通

明石海峡大橋開通

出典：訪問率「（独）国際観光振興機構（JNTO）」

全国平均4.2％
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四国内外の物流の状況

資料）貨物・旅客地域流動調査（国土交通省）

香川２位
（7.0％）

大阪３位
（2.6％）広島４位

（2.4％）

高知５位
（1.3％）

徳島１位
（78.0％）

香川１位
（77.3％）

愛媛２位
（4.1％）

徳島３位
（3.9％）高知４位

（3.4％）

大阪５位
（1.8％）

高知１位
（95.2％）

愛媛２位
（1.3％）

徳島３位
（0.8％）

香川４位
（0.5％）

大阪５位
（0.5％）愛媛１位

（86.3％）

香川２位
（1.8％）

大阪３位
（1.4％）

徳島５位
（0.9％）

高知４位
（1.1％）

注）H12-14の自動車
による発量の平均により算出

徳島県発輸送

香川県発輸送

愛媛県発輸送

高知県発輸送

供用区間（H９時点）
延伸区間（H14時点）

供用予定区間

県 順位 流動先 構成比

1 徳島 78.0%
2 香川 7.0%
3 大阪 2.6%
4 広島 2.4%
5 高知 1.3%
1 香川 77.3%
2 愛媛 4.1%
3 徳島 3.9%
4 高知 3.4%
5 大阪 1.8%
1 愛媛 86.3%
2 香川 1.8%
3 大阪 1.4%
4 高知 1.1%
5 徳島 0.9%
1 高知 95.2%
2 愛媛 1.3%
3 徳島 0.8%
4 香川 0.5%
5 大阪 0.5%

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

・四国内から発生する貨物の物流状況は、各県とも自県内への流動がほとんどの割合
を占めている。県外への流動先は四国内が多く、また大阪、広島も上位となっている。

出典：貨物・旅客地域流動調査（国土交通省）

24

四国輸出入貨物を取り扱う港湾

・四国で生産・消費されている物資の多くが、四国外の港湾で荷揚げ・荷おろしされ
ている。

四国内港湾
37.7%

四国外港湾
62.3%

四国外他港
4.6%

大阪港
12.3%

神戸港
45.4%

四国内他港
10.1%

徳島小松島港
7.2%

高松港
10.0%

松山港
10.5%

輸入

四国外港湾
 71.7%

四国内港湾,
28.3%

松山港
13.6%

今治港
 7.7%

四国内他港
7.0%

神戸港
 51.3%

大阪港
13.1%

四国外他港
 2.6%

東京港
4.7%

出典：平成１５年全国輸出入コンテナ貨物流動調査（速報値）

船積港・船卸港別コンテナ貨物シェア（生産・消費地域：四国）

輸出
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海外との物流の状況（香川県発着輸出入貨物量）

東アジア
43.8%

アフリカ州
1.1%ヨーロッパ州

4.4% 大洋州
0.3%南アメリカ州

1.3%

北アメリカ州
8.4%

アジア州
40.9%

輸出
19,571

アフリカ州, 8.6%
ヨーロッパ州,
1.2%

南アメリカ州, 0.7%

大洋州, 0.3%

東アジア
58.1%

アジア州
13.6%

北アメリカ州
 17.6% 輸入

52,648

・香川県発着のコンテナ貨物の流動状況は、アジア（東アジアおよびアジア州）の占
める割合が高く、特に輸入における東アジアの占める割合は約６割にのぼる。

香川県を生産地とする輸出コンテナ貨物量（消費地別）

単位：トン／月

香川県を消費地とする輸出コンテナ貨物量（生産地別）

単位：トン／月

資料）平成１５年全国輸出入コンテナ貨物流動調査

26

Ⅲ．ボランティアを活かしたコミュニティの再生
【ボランタリズム】
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四国に多いボランティアサポート

資料）四国地方整備局道路部ＨＰ

・四国は他の地域に比べ、ボランティ
アサポート数が突出して多い。
・登録団体の約半数が住民団体であ
る。
・四国では、地域活動への潜在的需
要が高いといえる。

全国地域別活動団体数の推移

（直轄国道におけるボランティア団体数）

出典：四国の道路ボランティア活動 ふれあい四国路 Ver．３

全国地域別活動団体数の割合

中国
11.0%

九州
9.6%

沖縄
1.5%

近畿
4.8%

中部
8.8%

北陸
6.2%

関東
9.1%

東北
8.2%

北海道
15.5%

四国
25.5%

28

Ⅳ．四国の美しさを活かした魅力ある地域づくり

【地域住民の意識・自信】
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地域住民の意識・自信

県民が考える愛媛県のイメージ

23.4%

21.5%

21.4%

21.1%

16.7%

14.2%

8.6%

7.0%

5.3%

4.7%

4.0%

1.4%

4.8%

74.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

水と緑が多く、自然環境に恵まれている

文化、スポーツ活動が盛んである

後進的である

不便である

物価が安い

閉鎖的である

保健や福祉、医療環境が整っていて安心できる

趣味や余暇活動の場が充実している

教育環境が整っている

県民相互の助け合い・支えあい活動が活発である

住みにくい

経済や産業が盛んである

創造的で活気がある

その他

・愛媛県民へのアンケート調査では、県のイメージとして、7割以上の人が、「水と緑
が多く、自然環境に恵まれている」と回答。
・県の豊かな自然環境を誇りに感じていることがうかがえる。

資料：県民生活に関する世論調査について（愛媛県、H17）

30

Ⅳ．四国の美しさを活かした魅力ある地域づくり

【魅力ある地域資源】
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・四国は、八十八箇所巡りや阿波踊り、さぬきうどんなど人・風景・祭り・食といった豊かな
観光資源がある。

松山城（愛媛県）

うだつの町並み（徳島県）

四国八十八箇所

瀬戸大橋

宇和海海中公園（愛媛県）

四万十川（高知県）

阿波おどり（徳島県）よさこい祭り（高知県）

さぬきうどん（香川県）

阿波尾鳥（徳島県）

ジャコ天（愛媛県）
皿鉢料理（高知県）

四国の魅力（名所、祭り、食文化）

32

四国の豊かな自然資源

・四国は、四方を海に囲まれ美しい海岸線や険しい地形に深く刻まれた渓谷、豊かな
緑と清流など自然資源が豊富である。

大歩危・小歩危（徳島県）

桂浜（高知県） 鳴門の渦潮（徳島県）

瀬戸内海（香川県）

檮原の棚田千枚田（高知県）

四万十川（高知県）

祖谷渓谷（徳島県）

だるま夕日（高知県）
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四国の文化遺産

・四国は、「もてなし文化」など独自の風土や数多くの文化遺産がある。

 

道後温泉（愛媛県） 内子（愛媛県）

脇町（徳島県）

金刀比羅宮（香川県）

栗林公園（香川県） かずら橋（徳島県）

34

Ⅴ．四国における豊かさ、ライフスタイルのあり方

【郷土愛、地域力、豊かさ】
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今後の暮らし方、生活の豊かさについて

・全国では、「心の豊かさやゆとり」に重きを置く傾向にある。愛媛では、「心の豊
かさやゆとり」から、「物の豊かさ」に重きを置く傾向が見られる。

全国国民生活に関する世論調査（H18.10）
「心の豊かさ・物の豊かさ」

愛媛県県民生活に関する世論調査について（H17.11）
「心の豊かさ・物の豊かさ」

どちらともいえ
ない
5.9%

わからない
0.8%

物質的にある程度豊
かになったので、これ
からは心の豊かさや
ゆとりのある生活を
することに重きをおき
たい
　　　　　　62.9%

まだまだ物質 的な
面で生活を豊かに
することに重きをお
きたい
　　　　30.4%

無回答
1.4%

一概にはいえな
い
41.4%

わからない
11.2%

心の豊かさやゆとりの
ある生活をすることに
重きをおきたい
　　　　　　24.4%

物質的な面で生活を
豊かにすることに重
きをおきたい
　　　　　21.6%

56.8 58.8
56.3 57.0

60.7 60.0 59.0 57.8

28.1 27.9 30.1 29.3 27.4 28.7 29.1 28.4

11.710.213.2 11.3 12.0 10.7 10.1 9.2

0 %

10 %

20 %

30 %

40 %

50 %

60 %

70 %

H7.5 H8.7 H9.5 H11.12 H14.6 H15.6 H16.6 H17.6

心の豊かさ 物の豊かさ どちらともいえない
＜経年変化＞

24.427.7

34.7 35.0

34.5 34.4
32.1 33.0

31.2
30.1

21.7 21.621.9 21.2
19.4 18.8 19.7 18.7 19.1

20.5

39.0

41.4

36.035.5

34.6 33.8

35.2 35.5
37.1 36.9

15 %

20 %

25 %

30 %

35 %

40 %

45 %

H7.2 H8.1 H9.1 H10.1 H11.1 H12.1 H13.1 H14.1 H16.1 H17.11

心の豊かさ 物の豊かさ 一概にはいえない
＜経年変化＞

出典：県民生活に関する世論調査について（愛媛県、H17）出典：全国国民生活に関する世論調査（内閣府、H18）

36

移住先としての四国の魅力

中国・四国地方へ移住するなら、どのエリアが
第1希望ですか

山陽
39%

四国南部
29%

四国北部
19%

山陰
13%

0 % 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

移住先として中四国のどんな点に
最も魅力を感じますか

その他
3%

仕事
1%医療介護

2%

交通の利便
性, 7%

地域文化
13%

食の豊かさ
15%

自然環境
59%

資料：日本経済新聞2007年1月5日掲載記事より

具体的な移住希望先は

8人宇和島市

8人尾道市

9人高知市

9人岡山市

15人倉敷市

15人広島市

18人高松市

26人松山市

30人四万十川・四万十市

・首都圏と関西圏に住む30歳代～60歳代の男女を対象とした中四国への移住意
向アンケートでは、四国南部、四万十川・四万十市への移住希望が高い。
・移住先としての中四国の魅力は、「自然環境」が半数以上を占めている。
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新しい地域内経済循環：地域通貨の普及

４３四国計

高知市／エコメディア優（はりまや橋商店街振興組合・高知商業高校）
高知市／エンバサ（菜園場商店街振興組合）
須崎市／モリ（NPO法人土佐の森・救援隊）
西土佐村／西土佐村地域流通商品券WESTOSA＜ウェス土佐＞（西土佐村商
工会・西土佐村林産振興室）

馬路村／宝札（馬路村産業建設課） など

１３高知県

愛媛県／いーよネット＜いーよ＞（愛媛県県民環境部県民活動推進課）
松山市／となり（ボランティアグループとなりぐみ）
松山市／ゆうご（NPO法人ライフサポート友伍地域通貨運営委員会）
玉川町／バンブー（ボランティアグループたまがわ）
津島町／くじら印のおたすけカード（ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｸﾞﾙｰﾌﾟくじら飛行） など

１７愛媛県

高松市／せと（高松LETS）
国分寺町／時間通貨・縁（NPO法人あじさいの会） など４香川県

木頭村／ゆーず（(株)きとうむら）
阿波町／あわあ（阿波町タイムダラー研究会）
藍住町／時間通貨・ありがとう（藍の里） など

９徳島県

主な地域通貨件数県

１７７４４３１０３５１７０１１１５４４８件数

全国版九州中国近畿東海北陸甲信越関東東北北海道地域

・四国においても、新たな地域活力を向上させるためのツールとして、「地域通貨」
の導入が相次いでいる。
・地域通貨を媒体として、ボランティアや市民活動、コミュニティビジネスの推進が
期待される。

2006.12.11 現在＝全国で614件

 
エコマネー 
運営団体 
（非営利団体） 

行政 
企業 
その他  

地域住民 

財・サービス 

エコマネー 
支払い 

エコマネー 
運営団体設立 

エコマネー 
支払い 

ボランティアの申し出 
（介護、福祉、環境、その他） 

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

活
動
等 

エコマネー循環経済のイメージ 

38

Ⅵ．風水害、渇水被害、高潮、東南海・南海地震
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■地すべり防止区域等の分布

仏像構造線

中央構造線

凡 例

空中写真 によって解
読された地すべり

地すべり防止区域

四国の特性 急峻な地形ともろく崩れやすい地質

中
央
構
造
線

仏
像
構
造
線

40

0

5

10

15

20

25

30

35

40

全国 四国
全国 四国

８件

３８件

約４
.８倍

H12～H16
出典：土砂災害の実態２００４

0

20

40

60

80

100

120

140

全国 四国
全国 四国

29.4
億円

121.5
億円

約4.
1倍

H7～H16 (水害統計)
※H16値は各県取りまとめ値

頻発する四国の水害・土砂災害

○近１０ケ年の四国における水害被害額は、全国平均の４．１倍。
○また、土砂災害発生件数は、全国平均の４．８倍

人口百万人あたり水害被害額 人口百万人あたり年間土砂災害発生件数
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渇水影響度

0 200 400 600 800

北海道

東北

関東

東海

北陸

近畿

中国

四国

九州

沖縄

平成11年
平成12年
平成13年
平成14年
平成15年

単位：106％・人・日
渇水影響人口

0500100015002000

北海道

東　北

関　東

東　海

北　陸

近　畿

中　国

四　国

九　州

沖　縄

単位：千人

最近２０ヶ年で上水道が減断水を行った年数(S59～H15）
(日本の水資源 抜粋）

※渇水影響度とは、給水制限率×給水制限日数×影響人口の和
（国土交通省水資源部調べ）

（影響人口は上水道影響人口と、簡易水道影響人口の和）

（渇水影響度は上水道のみとしている）

（関東は内陸と臨海 近畿は内陸と臨海 中国は山陰と山陽 九州は北と南）

過去５年間の被害状況

最近２０ヶ年で渇水の発生した状況

８ヶ年以上

４～７ヶ年

２～３ヶ年

０ ヶ年

１ ヶ年

四国も大都会と同様
渇水が頻発

渇水影響度は全国一

頻発する渇水被害

42

大規模自然災害発生の切迫
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【出典】中央防災会議資料、津波・耐震調査結果（Ｈ１６．５月）を基に港湾局作成

東南海（Ｍ8.1前後）

60％

南海（Ｍ8.4前後）

50％

東南海・南海地震による被害想定

○死者数：約２２，４００人
○経済被害：約５７兆円

（うち直接被害 ４３兆円）

・東南海・南海地震に伴い、太平洋沿岸において、３ｍ～１１ｍ程度の高さの津波の
来襲が想定されている。
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※グラフの潮位はＤＬ表示となっている（ＤＬ＝ＴＰ＋１９０ｃｍ）

今回最高潮位　+4.36m

既往最高潮位　+3.84m

既往最高潮位を約５０ｃｍ超過

○台風23号（平成16年10月19日）
・香川県高松市で観測最高潮位 4.36
ｍ（既往最高 3.84ｍ）を観測

・全国20都府県で床下・床上浸水被
害約46,625戸が発生

○台風18号（平成16年9月7日）○台風16号（平成16年8月30日～31日）
・広島で60.2m/sなど過去最大の
瞬間最大風速を記録

・全国20都府県で床下・床上浸
水被害約8,360戸が発生

高潮による浸水（兵庫県 神戸市）

・激しい高波により、菜生海岸に
おいて海岸堤防が約30ｍにわた
って倒壊。越波等により背後の
住宅家屋13棟が崩壊し、3名が死
亡、4名が負傷する被害が発生

崩壊した家屋（高知県室戸市菜生海岸）

２９３台風１８号(9月7日)

１５，５６１台風１６号(8月30日)

浸水家屋戸数

高潮による浸水（香川県 高松市）

頻発する高潮被害

・頻発する高潮により甚大な被害が発生している。平成１６年８月には、高松市にお
いて、既往最高潮位を約５０ｃｍ上回る潮位を記録し、１万５千を超える家屋が浸水
被害を受けた。

台風１６号における高松市の潮位観測記録
高松市の浸水被害

44

Ⅶ．東アジアとの結びつけを強める四国地域
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・近年、中国の輸出入が急成長しており、日本の国際貿易関係においても2004年に
はアメリカを逆転し、以後その差は拡大しつつある。
・四国地域では全国に先駆けて2001年に中国がアメリカを逆転し増加を続けている。

世界の貿易構造の変化と四国の関わり （１）

世界の貿易総額に占める国別構成比の推移
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日本の輸出入に占める中国、米国のシェアの推移

四国の輸出入動向の推移
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・世界の輸出生産拠点や巨大消費市場としての中国を始めとしたアジア諸国に対す
る投資額が軒並み増加している。
・四国地域においても、中国を始めとしたアジア諸国への企業の進出が顕著である。

世界の貿易構造の変化と四国の関わり （２）

日本の対中国投資

資料：日中投資促進機構HP 

企業の進出先の状況

出典：四国経済概観 出典：海外事業活動基本調査（経済産業省）

世界の対中国直接投資
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四国における企業の海外進出状況

出典：四国経済概観（平成１６年）
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出典：現状は「Cyber Shipping Guide」（（株）オーシャンコマーズ）
将来は「平成１６年度 近畿ブロックを中心とした国際流動への対応の基
本的方向に関する検討調査」近畿地方整備局による

四国の港湾を取り巻く状況

・地方ブロックにおける東アジア方面間の国際海上貨物ネットワークは、北海道・東
北・四国ブロックと中国・台湾・ＡＳＥＡＮ方面を結ぶ直行コンテナ航路が2004年の週
１～２便から2030年の週３～６便へと増加予測がされている。


